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令和４年度地方教育費調査

1ヶ月      約86,000円
1年間 約1,028,000円

1ヶ月     約98,000円
1年間 約1,175,000円

1ヶ月    約124,000円
1年間 約1,483,000円

（令和３年度）
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（令和５年度当初予算）

歳入総額
7,069億円

歳出総額
7,069億円

県債の返済に
798億円
（11.3％）

健康や福祉に
1,562億円
（22.1％）商工業の発展に

826億円（11.7％）

道路や街づくりに
604億円（8.6％）

農林水産業の
充実に
331億円
（4.7％）

1,351億円
（19.1％）

1,673億円
（23.7％）

1,798億円
（25.4％）

1,283億円
（18.1％）

370億円
（5.2％）

2,255億円
（31.9％）

973億円
（13.8％）

警察の活動に
314億円
（4.4％）

その他の収入
9兆3,182億円
（8.1％）

35兆
6,230億円
（31.1％）

歳入総額
114兆
3,812億円

歳出総額
114兆
3,812億円

（令和５年度当初予算）

租税・印紙収入
69兆4,400億円
　　（60.7％）

所得税
21兆480億円
（18.4％）

法人税
14兆6,020億円
（12.8％）

その他の税
10兆4,060億円（9.1％）

消費税
23兆3,840億円
（20.4％）

※令和5年度末公債残高
　(見込み)　約1,068兆円

生活や健康を
守るために
36兆8,889億円
　（32.3％）

　道路や住宅など
　　の整備に
6兆600億円
　（5.3％）

県市町村の
財政調整に
16兆3,992億円
　（14.3％）

国債の返済に
25兆
2,503億円
（22.1％）

　 教育や科学振興に
5兆4,158億円
　（4.7％）

24兆3,670億円
（21.3％）
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